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評 価
第３章 健康でたくましい心身を

はぐくむ教育の充実 ○

１ 健やかな心身をはぐくむ健康教育・ 評 価

体力つくりの推進
Ｂ

＜目指すもの＞

家庭や地域社会等と連携して、児童生徒の心身の健康を保持増進するとともに、

体力向上を図り、生涯を通じて健康で活力ある生活を送るための基礎を培う。

〔ここに注目 !！〕

・平成24年度の体力テストの成績が、全ての校種で全国平均を超える

① 疾病予防の推進

目 適切な学校環境衛生の確保に努めるとともに、基本的生活習慣の確立、アレルギー

疾患への対応、歯周疾患及び肥満等の予防などの課題解決に向け、家庭や地域の関係

的 機関等との連携のもと、学校教育活動全体を通じた指導の充実に努める。

１ 適切な学校環境衛生の確保

学校環境衛生定期検査は適切に実施された。検査により指摘された事項について

は、順次改善を図った。

２ 学校保健推進会議の開催

学校医、学校歯科医、学校薬剤師、ＰＴＡ、学校関

係者等の代表と行政等で構成する学校保健推進会議を

県が開催し、以下の県の学校保健の施策及び取組につ

いて評価を行った。

・飲酒、喫煙、薬物乱用防止教室の実施状況 【会議の風景】

・学校保健委員会※設置状況

※学校保健委員会：各学校ごとに学校医、保護者代表等の

関係者を交え、学校の健康課題を協議し、健康づくりを

推進する組織

また、文部科学省の「学校保健課題解決支援事業」

を受け、上越市をモデル地区に指定して推進した生活

習慣改善の取組（２年次）について、成果と課題を確

認した。 【上越市の報告】

執

行

の

状

況



- 55 -

３ 疾病予防体制の整備

(1) 学校保健・給食管理運営研修会の実施

県内５会場、管理職601人を対象に実施

(2) 食物アレルギー専門医による講演会の開催

市町村教育委員会学校給食関係者等を対象に開催（参加者330人）

(3) 県学校保健研究大会の実施

学校保健関係者を対象に開催した研修会において、上越市（モデル地区）の

取組を紹介した。（参加者160人）

・研修会テーマ「望ましい生活習慣の定着を目指した健康教育」

・基調講演「『早寝・早起き・朝ごはん』で生活習慣病予防」

(4) 報告体制の整備

児童生徒等の食物アレルギー等の発症事案について報告体制を整備した。

【成果】◇ 研修会等において先進的な取組等を紹介することにより、徐々に学校保

評 健委員会の設置率の向上が図られている。

平成24年度95.9％から平成25年度97.7%に向上した。

価

◇ 食物アレルギー対応については、研修会及び調査実施等により、学校

に対する意識啓発を行うことにより、学校全体で取り組む体制が整備さ

れてきている。

【課題】◇ 学校保健委員会の設置率はほぼ100％となったため、研修会等においてそ

の役割を改めて周知し、内容の工夫等活性化を図る必要がある。

◇ 食物アレルギーへの対応については、どの学校においても学校給食対応

を含め、適切な対応が図れるよう、さらに学校体制を整えていく必要があ

る。

○ 学校保健委員会の工夫充実に向けて、研修会等の機会を活用し情報発信を行う。

○ 学校保健について、「望ましい生活習慣づくり」を目指した地域的な取組実践等を

広く全県に発信していく。

○ 食物アレルギー対応については、管理職研修等を活用し、学校体制の構築を図っ

ていく。

学校保健委員会の設置率の推移（新潟市を除く）（％）
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② 学校における食育の推進

目 児童生徒に食に関する正しい知識と望ましい食習慣を身に付けさせ、生涯にわたっ

的 て健やかな心身と豊かな人間性をはぐくんでいくための基礎を培う。

１ 指導体制の強化と指導の充実

(1) 指導力向上、家庭と連携した食育の実践、

衛生管理の徹底を目的とした各種研修会の

実施（栄養教諭及び学校栄養職員対象、

年７回、計９日間実施）

(2) 学校全体での食育推進体制の強化と危機

管理（食物アレルギー対応・食中毒事故

防止を目的とした学校保健・給食管理運

営研修会の実施

（全県管理職対象、601人参加、５会場で実施）

(3) 退職栄養教諭による採用３年以内の栄養

教諭・職員への食育指導・衛生管理指導の

実施（計24回実施）

２ 衛生管理の充実

(1) 衛生管理に関する研修会の実施（年２回実

施）１回目324人、２回目171人

・生活衛生課による食品衛生に関する諸課

題の説明

・演習形式による食中毒防止の対応処理

(2) 衛生面に配慮した学校給食施設の整備学

校施設環境改善交付金により７施設の新増

築・改築を実施

３ 地場産物を使用した学校給食の充実

(1) 地場産物を使用した郷土食で競う学校給食調理コンクールの実施（８チームを

表彰）

(2) 学校での地場産物や県産農林水産物の活用事例の紹介

(3) 給食試食会の実施（給食週間記念週間食育事業）

・新発田市立紫雲寺小学校を会場に県内教育関係者等53人が参加

(4) 学校給食における地場産物活用状況調査の実施

【新採用学校訪問研修（授業参観）】

【研修会の様子】
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【成果】◇ 栄養教諭等による授業への参画や、家庭・地域等を対象とした給食試

評 会の実施など食育の実践が着実に定着してきている。
（%）

価 評 価 項 目 H22 H23 H24 H25

栄養教諭、学校栄養職員の授業への参画 81.6 84.7 85.2 84.1

家庭・地域等への啓発・情報提供、給食試食会の実施等 87.1 ／ ／ 87.9

◇ 学校給食を「生きた教材」として活用する取組が浸透してきている。

・学校給食食材生産者を招待したバイキング給食

・児童生徒が栽培した米や野菜を使用した給食等

◇ 学校給食を起因とする食中毒事故の発生はなかった。

【課題】◇ 平成22年度以降、中学生の朝食欠食率に増加傾向が見られる。

◇ 学年が上がるにつれて、女子の痩身願望が高くなる傾向にある。

◇ 学校給食における地場産物の活用状況は、30％以上を維持しているも

のの、減少傾向にある。

○ 栄養教諭等の専門性を生かしながら、家庭と連携した食習慣改善定着に向けた

取組(「早寝・早起き・朝ごはん」運動等）を継続して実施する。

○ 過度に痩身願望が強い児童生徒への実態に応じた個別相談指導や、食と健康を

関連づけた指導の充実を図る。

○ 食中毒事故や食物アレルギー事故の未然防止を目指し、役割に応じた研修会、

学校現場での指導及び市町村教育委員会への働きかけを継続実施していく。

○ 県産に加えて国産農林水産物の活用も食育の推進に有効であることから、その

活用を研修等の機会を捉え、促していく。

＊ 平成16年全国学力調査報告及び平成

21～25年度新潟県体力テスト生活実態

調査より

＊ 欠食率：週に「ほとんど食べない」、「週

４～５回食べない」と回答した児童生徒

の割合

＊ 新潟県食育推進計画における朝食を

欠食する県民の割合の減少の目標値：

０％（小学５年生）

＊ 平成24,25年度新潟県体力テスト生活

実態調査より
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基準年指標値

（平成20年度） （平成24年度） （平成25年度）

27.1% 30.5% 36.0% 増加させる

目標値
実績値

学校給食における県産農林水産物を

使用する割合（食材数）
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③ 薬物や性に関する指導

目 学校薬剤師や警察等と連携した「薬物乱用防止教室」の開催など、喫煙・飲酒・薬

物乱用防止教育を推進する。また、家庭や地域の関係機関等と連携し、児童生徒の発

的 達段階に応じた性に関する指導を充実させる。

１ 喫煙・飲酒・薬物乱用防止教育について

(1) 薬物乱用防止教育指導者研修会

対象：薬物乱用防止指導員及び養護教諭等

(2) 薬物乱用防止教育担当者連絡会議（２回）

保健体育課、県警本部組織犯罪対策課等主

管課担当者による連絡会議

(3) 学校保健・給食管理運営研修会

管理職に対して薬物乱用防止教室の必要

性と積極的な実施について指導

(4) 未成年者喫煙防止教育研修会

対象：学校保健関係者
【薬物乱用防止教育指導者研修会】

２ 性に関する教育について

(1) 性教育研修会（文部科学省事業） 対象：教諭及び養護教諭

平成24年度「性に関する教育」全国研修会に派遣した養護教諭２人による実践

発表と大学講師の講義を行った。（平成25年度も全国研修会に２人を派遣）

(2) 県立教育センターにおける「性教育の確かな実践を目指す講座」

対象：教諭及び養護教諭

【成果】◇ 平成25年度「薬物乱用防止教室」の実施率が向上した。

評 ・中学校 Ｈ24：94.3％ → Ｈ25：96.6％

・高等学校 Ｈ24：100％ → Ｈ25：100％

価

【課題】◇ 「薬物乱用防止教室」の実施率は着実に増加しているが、中学校が100％

となるよう、さらに働きかけが必要である。

◇ 性教育研修会及び研修講座については、指導力の向上を図るため、最新

の情報提供などさらに内容の充実を図る必要がある。

○ 市町村教育委員会と連携し、薬物乱用防止教室の中学校への働きかけを強化する。

○ 性に関する指導についての研修会を実施するとともに、保健学習を中核に、発達

段階及び各学校の実態に応じ計画的に実施する。
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④ 児童生徒のメンタルヘルスの推進

目 様々な身体症状等の背景にある心の問題を把握して児童生徒に適切に対応するため、

教育相談等に関する資質向上のための研修会を教職員に対し開催するとともに、関係

的 機関との連携による相談体制の充実に努める。

１ 養護教諭相談活動講座の実施

多様化する児童生徒の心の問題に的確に対応するため、養護教諭を対象に２日間

の講座を実施した。（毎年20人を対象）

２ 県立教育センターにおける精神科医相談の実施

精神科医による相談窓口を設置し、対応に苦慮する学校への支援を行った。

平成25年度 実施回数 ５回、 相談総数 12件

<内訳> 小学校 ２件 中学校 ２件

特別支援学校 １件 高等学校 ７件

３ メンタルヘルス支援の在り方についての検討

高等学校における相談支援のニーズについて精神科医を含めた検討委員会を設

置し、実態把握及び支援の在り方について検討を行い、今後、教職員のためのガ

イドブックを作成することとした。

【成果】◇ 養護教諭相談活動講座は、受講者のニーズに応え、抱える問題の解決に

評 役立つ研修会であった。

<受講者アンケート結果> ・活用した（100％）

価 ・課題解決に役立った（67％）

◇ 精神科医相談は、多様化・複雑化し、長期化傾向にある対応困難な事例

への対応に適切な支援を行うことができた。

【課題】◇ 精神科医相談の有効活用を含め、メンタルヘルス支援の具体的な支援の

方策を検討する必要がある。

○ 多様化する児童生徒の心の問題に的確に対応できるよう、引き続き養護教諭相談

活動講座を実施し、受講者のニーズに応える講座の工夫・充実を図る。

○ 他の相談窓口との連携を図り、高等学校をはじめとする学校支援の充実を図ると

ともに、研修会等における精神科医による講義等、具体的な支援の取組を行う。
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⑤ 体力つくりの推進

目 学校における教科「体育」・「保健体育」の授業及び特別活動などの教育活動全体を

通じて、児童生徒が積極的に運動に取り組めるよう、指導者の資質向上や外部指導者

的 の派遣などによる授業等の充実を図り、児童生徒の体力向上を推進する。

１ 授業等の改善

(1) 講習会の実施

・子どもの体力向上指導者伝達講習会：５会場 517人

(2) 外部指導者の派遣

・小・中学校体育授業への派遣：87校 94人

・中・高等学校運動部活動への派遣：中学校 50校73人

高等学校 47校54人

２ 体力つくりの推進

(1) 体力テストと「１学校１取組」運動の実施

(2) トキめき体力つくり認定証の交付：639校26,159人

（小学校499校18,905人、中学校140校7,254人）

・交付基準：体力テスト総合評価基準表のＡ段階に該当する児童生徒

(3) 新潟県体力・運動能力、運動習慣等調査の実施

(4) 資料配付

・｢１学校１取組事例集｣（公立全小・中・高校へ）

・｢小学生・中学生のための体力つくり指導の手引き｣（公立全小・中学校へ）

【成果】◇ 体力・運動能力は、全国の上位の概ね良好な状況にある。

評 ◇ 平成24年度の体力テストの成績は、全ての校種で全国値を上回った。

（平成25年度の全国平均値は、平成26年10月に公表）

価 ＜平成25年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査＞（小学５年生、中学２年生を対象）

【器械運動で壁倒立に取り組む様子】 【水泳授業に取り組む様子】

抽出学年 男子 女子
小学５年生 ２位 ４位
中学２年生 ３位 ５位
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〈体力テストの全国偏差値と新潟県偏差値の比較方法〉

平成15年度の全国平均値が「50」となるように統計処理をし、平成15年度から平成24

年度までの全国平均値と平成25年度までの本県平均値の変化をグラフに表したもの。

【課題】◇ 子どもの体力がピークとされている昭和60年頃の値や前年度の値に達し

ていない項目があることから、バランスの取れた体力の向上を図る必要が

ある。

◇ 積極的に運動する子どもとそうでない子どもの二極化が認められるこ

とから、運動をしない子どもへの支援が必要である。

○ 児童生徒の発育段階に応じた適切な運動・スポーツの体験をとおして、楽しさや

技能の向上などの喜びを体験できるよう授業の充実に努める。

○ 全職員の共通理解のもとで児童生徒が、自らの課題に応じた対策を積極的に取る

ように、教育活動全体を通じた体力向上の取組の一層の充実に努める。

○ 児童生徒の適切な生活習慣や望ましい運動習慣が身につくよう、学校と家庭や地

域が相互に連携した取組を推進する。

基準年指標値

（平成20年度） （平成24年度） （平成25年度）

78% 76.6%
調査中

(H26.10公表)
増加させる

63% 64.6%
調査中

(H26.10公表)
増加させる

60% 68.8%
調査中

(H26.10公表)
増加させる

目標値

全国体力調査（全国平均を上回った

項目数）　（中）

全国体力調査（全国平均を上回った

項目数）　（高）

実績値

全国体力調査（全国平均を上回った

項目数）　（小３以上）

【関連指標22,23,24】
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評 価

２ 安全・防災教育の推進
Ｂ

＜目指すもの＞

児童生徒が自らの行動や身の回りに存在する様々な危険を認識し、安全に行動す

ることができるようにする。

〔ここに注目 !！〕

・新潟県防災教育プログラムに基づく防災教育が多くの学校において実施

目 交通安全意識等が着実に身に付くよう、交通安全教育の充実に努めるとともに、交

通事故の防止を図る。また、学校施設の点検に努め、児童生徒が安全に配慮して学校

的 生活を送るよう指導を徹底する。

想定場面を工夫した実践的な防災訓練や災害発生時の対処方法等の学習など、防災

教育を推進する。

１ 交通安全指導について

(1) 小・中学校安全教育指導者研修会（４会場、94人）

・交通安全子供自転車大会などの開催により児童生徒の交通安全意識の高揚と実

践力の育成

(2) 高等学校交通安全教育指導者研修会（２会場、52人）

・生徒の交通安全意識の高揚と二輪車の事故防止及び実技講習会等

(3) 高等学校生徒の二輪車安全実技講習会（実施95回、65校、1,362人）

・二輪車（原付バイク）運転免許取得者対象の講習会

【交通安全子供自転車新潟県大会の様子】 【高等学校生徒の二輪車安全実技講習会】

２ 学校事故の防止について

(1) 学校保健・給食管理運営研修会（５会場、管理職601人）

・事故事例に基づく事故防止対策

(2) 水泳プール安全管理講習会（３会場、264人）

・水泳時の事故防止対策及び救急法（ＡＥＤ操作含む）

(3) 義務教育諸学校・高等学校危機管理講座〔県立教育センター主催〕（２会場、72人）

・安全教育担当者対象事故事例に基づく事故防止対策

・本県における防災教育の現状や今後の方向性
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３ 防災教育について

(1) 義務教育諸学校保健・給食管理運営研修会（５会場、管理職601人）

・新潟県防災教育プログラム「津波災害編」を活用した防災教育の充実

(2) 学校安全教室指導者研修会（３会場、112人）

・「津波災害編」を反映した研修会を実施し、学校安全計画の改訂を指導

【学校安全教室指導者研修会】 【津波を想定した屋上への避難訓練】

(3) 津波災害等に関わる防災教育の充実

・津波災害に関わる防災教育を学校安全計画へ位置付けるとともに、津波災害

を想定した避難訓練の実施

・新潟県防災教育プログラム「津波災害編」に基づく防災教育の実施

・新潟県防災教育プログラム概要編･教職員ガイド編・各災害編（津波・地震

・洪水・土砂・雪害）の配布

【成果】◇ 交通事故発生件数及び負傷者数は減少している。

評 ＜校種別交通事故発生状況推移＞ ＜児童生徒の交通事故発生状況＞

価

【課題】◇ 交通事故死者数が増加したことから、死者数０を目指して安全教育を一

層推進する必要がある。

◇ 配布した防災教育プログラムを活用した防災教育を着実に実施する必要

がある。

○ 学校や県警、新潟県指定自動車教習所協会と連携した講習会を実施するなど、自

転車及び原付バイクの安全教育を一層推進する。

○ 学校事故の防止については、学校管理下の有無を問わず、具体的な事故事例を示

し、各学校の実情に応じた安全教育を推進する。

○ 防災教育プログラム「津波編」に加え、「地震編」「洪水災害編」「土砂災害編」「雪

害編」を活用した防災教育を県内全ての小・中学校で展開していく。
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発生件数（件） 935 802 707 623

死者数 （人） 9 3 3 5
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